
農業経営高度化支援事業補助金交付要綱 

 

  （趣旨） 

第１  県は、農地整備事業実施地区において、担い手の育成及び質の高い農地の利用集積

を図るため、市町村等（以下「施行者」という。）が農業競争力強化農地整備事業実施

要綱（最終改正令和４年４月１日付け３農振第3024号農林水産事務次官通知）、農業競

争力強化農地整備事業実施要領（最終改正令和５年４月１日付け４農振第3651号農林水

産省農村振興局長通知）、農地中間管理機構関連農地整備事業実施要綱（平成30年３月

30日付け29農振第2689号農林水産事務次官通知）、農地中間管理機構関連農地整備事業

実施要領（平成30年３月30日付け29農振第2690号農林水産省農村振興局長通知）、農山

漁村地域整備交付金実施要綱（最終改正令和４年４月１日付け３農振第2378号農林水産

事務次官通知）、農山漁村地域整備交付金交付要綱（最終改正令和５年４月１日付け４

農振第3445号農林水産事務次官通知）、農山漁村地域整備交付金実施要領（最終改正令

和５年４月１日付け４農振第3446号）、農村地域復興再生基盤総合整備事業実施要綱

（最終改正平成25年２月26日付け24農振第2170号農林水産事務次官通知）、農村地域復

興再生基盤総合整備事業実施要領（最終改正平成29年３月31日付け28農振第2108号農林

水産省農村振興局長通知）、東日本大震災復興交付金制度要綱（最終改正平成30年４月

１日付け29地第224号農林水産事務次官通知）、及び東日本大震災復興交付金交付要綱

（農林水産省）（最終改正平成30年４月１日付け29地第218号農林水産事務次官通知）

に基づき行う農業経営高度化支援事業に要する経費について、当該施行者に対し、予算

の範囲内において農業経営高度化支援事業補助金を交付するものとし、その交付等に関

しては、補助金等交付規則（昭和51年宮城県規則第36号。以下「規則」という。）に定

めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

 （事業の施行者） 

第２ この事業で「施行者」とは次に掲げる者をいう。 

  (1) 市町村 

  (2) 土地改良区 

  (3) その他知事が適当と認めたもの 

 

  （交付の対象事業等） 

第３ 農業経営高度化支援事業補助金の交付対象となる事業は下記に定める事業とする。 

   ・農業競争力強化農地整備事業実施要領：別紙１－１の第３の１及び別表の区分４ 

   ・農地中間管理機構関連農地整備事業実施要領：別紙１の第３の３及び別表の区分

４ 

   ・農山漁村地域整備交付金実施要領：別紙１－１運用１の第２の１及び別表１の区

分４ 

   ・農村地域復興再生基盤総合整備事業実施要領：別紙２－１の第３の１及び別表の

区分４ 

   ・東日本大震災復興交付金交付要綱（農林水産省）：別添１－２の第３の１及び別

表の区分４ 

   経費及び補助率は別表１のとおりとする。 

２  前項に定める事業のうち、農地賃貸借料一括前払費を助成対象とする農業経営高度化 

促進事業については、本要綱とは別に交付要綱を定めるものとする。 

 

  （交付申請） 

第４ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は、様式第１号によるもの 

とし、その提出期限は別に知事が定める日とする。 

２ 前項の補助金交付申請書を提出しようとする者は、当該交付金に係る消費税及び地方



税仕入れ控除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、

消費税法（昭和63年法律第226号）の規定する仕入れに係る消費税額として控除できる

部分の金額と地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税額との合計額

に充当率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は、これを減額して申請し

なければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税仕入れ控除税額

が明らかでない場合にあっては、この限りでない。 

３ 規則第３条第２項の規定により、補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、 

次のとおりとする。 

  (1) 経費の配分及び事業計画の概要  

  (2) 収支予算書 

  (3) その他知事が必要と認める書類 

 

  （交付の条件） 

第５ 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

      補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分を変更する場合において  

 は、様式第２号により知事の承認を受けること。ただし、次に掲げる変更以外の軽微  

 な変更にあっては、この限りでない。 

 (1) 事業費の増額又は減額 

  (2) 事業実施主体の変更 

  (3) 事業の中止又は廃止 

  (4) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合 

 

  （事業遂行状況報告） 

第６ 規則第10条の規定による報告は、補助金の交付決定のあった年度の各四半期（第４

・四半期を除く。）の末日現在において、様式第３号により事業遂行状況報告書を作成

し、当該四半期の最終月の翌月15日までに知事に提出するものとする。 

 

  （実績報告書） 

第７ 規則第12条第１項の規定による補助事業実積報告書の様式は、様式第４号による 

ものとし、同項の規定により補助金事業実績報告書に添付しなければならない書類は次 

のとおりとする。 

  (1) 経費の配分及び事業計画の概要 

  (2) 収支精算書 

  (3) 付属調書 

  (4) その他知事が必要と認める書類 

２ 第４第２項ただし書の規定により補助金の交付申請をしたものは、前項の補助事業実 

施報告書を提出するに当たり、当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入れ控除税額 

が明らかになった場合は、これを当該補助金から減額して報告しなければならない。 

３ 第４第２項ただし書の規定により補助金の交付申請をした事業実施主体は、第１項の

補助事業実績報告書を提出した後において、当該交付金に係る消費税及び地方消費税仕

入控除税額が確定した場合には、その金額(前項の規定により減額した場合にあっては、

その金額が減じた額を上回る部分の金額）を様式第５号により速やかに知事に報告する

とともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

 

 （補助金の交付方法） 

第８ 補助金は規則第15条ただし書の規定により概算払いにより交付することができる。 

２ 前項の規定による補助金の概算払を受けようとする者は、様式第６号による概算払請 

求書により知事に請求しなければならない。 

 

 



  （処分の制限を受ける財産及び期間） 

第９ 規則第21条第2号及び第3号の規定により処分の制限を受ける財産は、それぞれ１件 

の取得価格が50万円以上のものとし、その期間についてはその都度知事が定める。 

 

 （交付決定前の着手） 

第10 事業主体は原則として、規則第４条に基づく通知を受けて事業を行うものとするが、

やむを得ない事情がある場合には、様式第７号により、その旨を知事に届出た上で、事

業に着手することができる。ただし、農山漁村地域整備交付金について国の定める実施

要綱等に、交付決定前着手を認める規定があるものに限る。 

 

  （書類の経由等） 

第11  この要綱により知事に提出する書類は、施行者の所在地を所管区域とする地方振興 

事務所（地域事務所）を経由するものとし、その提出部数は次のとおりとする。 

 (1) 補助金交付申請書  １部 

  (2) 計画変更承認申請書 １部 

  (3) 実績報告書     １部 

  (4) 概算払請求書    １部 

  (5) 交付決定前着手届    １部 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成19年３月30日から施行し、平成19年度予算に係る補助金から適用す

る。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度においても、当該補助金に係る予算が成立した場合 

に、当該補助金にも適用する。 

３ スーパー農地集積支援事業補助金交付要綱（平成17年３月28日施行）は廃止する。 

 

   附 則                    

１ この要綱は、平成20年４月１日から施行し、平成20年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

   附 則                    

１ この要綱は、平成21年４月１日から施行し、平成21年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

   附 則                    

１ この要綱は、平成23年８月１日から施行し、平成23年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

   附 則                    

１ この要綱は、平成24年４月２日から施行し、平成24年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

   附 則                    

１ この要綱は、平成25年２月26日から施行し、平成25年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 



 

   附 則                    

１ この要綱は、平成27年４月１日から施行し、平成27年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

   附 則                    

１ この要綱は、平成28年４月１日から施行し、平成28年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

   附 則                    

１ この要綱は、平成30年４月２日から施行し、平成30年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年４月３日から施行し、令和５年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 



別表１ 農業経営高度化支援事業の経費及び負担率

　（農業競争力強化基盤整備事業及び農山漁村地域整備交付金における農地整備事業の場合）

国 県 国 県

(1) 高度土地利用調整事業

調査・調整事業 市町村

　 土地改良区

農地整備事業（経営体育成型）の採択時期

（一　般　型）

（面的集積型）

(2) 農業経営高度化促進事業 助成割合は、別表３に定める額とする。

ア　高度経営体集積促進 市町村 高度経営体への農用地の利用集積に向けた促進支援

　　事業（一般型）

　 農地整備事業（経営体育成型）の採択時期

助成割合は、0.025までとする。

イ　特定高度経営体集積

　　促進事業（一般型）

ウ　高度経営体面的集積

　促進事業（面的集積型）

エ　中心経営体農地集積

　　促進事業

(3) 耕地利用高度化推進事業 市町村

※　(2)の事業において、市町村負担が有る場合の補助残は、市町村が負担する。

-
経費の限度額は、基盤整備事業の総事業費
の２％に相当する額とする。

５０％ - ５５％ ５５％営農上支障となる湧水処理及び不陸均平、暗渠の維持管理、
その他の農用地の良好な生産環境の維持及び条件整備活動

５０％

上記アの事業で、市町村負担が有る場合の
み採用する。

高度経営体への農用地の面的集積に向けた促進支援 有 ７５％ ５０％ ２５％ ７７．５％ ５５％ ２２．５％

特定高度経営体への農用地の利用集積に向けた促進支援 有 ７５％ ５０％ ２５％ ７７．５％ ５５％ ２２．５％

５５％ ２２．５％

④平成１８年度から平成２２年度までの採択地区 有 ８０％ ５０％ ３０％ ８２％

⑤平成２３年度以降の採択地区 有 ７５％ ５０％ ２５％ ７７．５％

無 ６０％ ３０％ ３０％ ６０％

無 ７０％ ３５％ ３５％ ７０％ ３８．５％ ３１．５％

３３％ ２７％

③平成１６年度から平成１７年度までの採択地区 有 ８５％ ５０％ ３５％ ８６．５％

５５％ ２７％

助成割合0.025を超え0.05までとする。

無 ４０％ ２０％ ２０％ ４０％ ２２％ １８％

有 ７０％ ５０％ ２０％ ７３％ ５５％

５５％ ３１．５％

５５％ ４５％

１８％

②平成１３年度から平成１５年度までの採択地区 無 １００％ ５０％ ５０％ １００％

５５％ ３１．５％

農地整備事業（経営体育成型）のうち面的集積を行う場合

無 ７０％ ３５％ ３５％ ７０％ ３８．５％

①平成１２年度以前の採択地区 有 ８５％ ５０％ ３５％ ８６．５％

７５％ ５０％ ２５％ ７７．５％ ５５％

３１．５％

２７％

２２．５％

２２．５％

②平成２３年度以降の採択地区 ７５％ ５０％ ２５％ ７７．５％ ５５％

①平成２２年度以前の採択地区 ８０％ ５０％ ３０％ ８２％ ５５％

適　　用補助率
※

内訳 補助率
※

内訳

関係農家の意向調査活動、土地利用調整活動、関係機関との
調整等調査・調整活動

経費の限度額は、別表２に定める額とす
る。

事業名 施行者 事業の内容
市町村
負　担

一般地域 中山間地域(五法指定）

２２．５％高度経営体への農用地の面的集積に向けた促進支援 有 ７５％ ５０％ ２５％ ７７．５％ ５５％



別表１ 農業経営高度化支援事業の経費及び負担率

　（農地中間管理機構関連農地整備事業の場合）

国 県 国 県

(1) 高度土地利用調整事業

調査・調整事業 市町村

　 土地改良区

(2) 耕地利用高度化推進事業 市町村

　（東日本大震災復興交付金における農地整備事業の場合）

国 県 国 県

(1) 高度土地利用調整事業

調査・調整事業 市町村

　

(2) 農業経営高度化促進事業 助成割合は、別表３に定める額とする。

ア　高度経営体集積促進 市町村

　　事業（一般型）

イ　特定高度経営体集積

　　促進事業（一般型）

ウ　高度経営体面的集積

　促進事業（面的集積型）

(3) 耕地利用高度化推進事業 市町村

※　(2)の事業において、市町村負担が有る場合の補助残は、市町村が負担する。

経費の限度額は、別表２に定める額とす
る。１８．７５％８１．２５％

６２．５％

８１．２５％ ６２．５％

６２．５％ －

適　　用

－ ６２．５％ ６２．５％

経費の限度額は、基盤整備事業の総事業費
の２％に相当する額とする。

８７．５％ ７５％ １２．５％ ８８．７５％ ７７．５％ １１．２５％
上記アの事業で、市町村負担が有る場合の
み採用する。

経費の限度額は、基盤整備事業の総事業費
の２％に相当する額とする。

１１．２５％８７．５％ ７５％ １２．５％ ８８．７５％ ７７．５％

適　　用

中山間地域(五法指定）

補助率
※

内訳事業名 施行者 事業の内容
市町村
負　担

一般地域

補助率
※

内訳

事業名 施行者 事業の内容
市町村
負　担

一般地域 中山間地域(五法指定）

補助率
※

内訳 補助率
※

内訳

有

営農上支障となる湧水処理及び不陸均平、暗渠の維持管理、
その他の農用地の良好な生産環境の維持及び条件整備活動

収益性向上に資する営農展開等の推進を図るために行う関係
農家の意向調査活動、作物別単収・単価等の調査、関係機関
との調整等調査・調整活動

営農上支障となる湧水処理及び不陸均平、暗渠の維持管理、
その他の農用地の良好な生産環境の維持及び条件整備活動

５０％ ５０％ - ５５％ ５５％

特定高度経営体への農用地の利用集積に向けた促進支援 有

有

-

６２．５％ １８．７５％

高度経営体への農用地の利用集積に向けた促進支援

有高度経営体への農用地の面的集積に向けた促進支援

関係農家の意向調査活動、土地利用調整活動、関係機関との
調整等調査・調整活動



別表１ 農業経営高度化支援事業の経費及び負担率

　（農村地域復興再生基盤総合整備事業における農地整備事業の場合）

国 県 国 県

(1) 高度土地利用調整事業

調査・調整事業 市町村

農地整備事業（経営体育成型）の採択時期

（一　般　型）

（面的集積型） 農地整備事業（経営体育成型）のうち面的集積を行う場合

　

(2) 農業経営高度化促進事業 助成割合は、別表３に定める額とする。

ア　高度経営体集積促進 市町村 高度経営体への農用地の利用集積に向けた促進支援

　　事業（一般型） 農地整備事業（経営体育成型）の採択時期

助成割合は、0.025までとする。

助成割合0.025を超え0.05までとする。

イ　高度経営体面的集積

　促進事業（面的集積型）

ウ　中心経営体農地集積

　　促進事業

(3) 耕地利用高度化推進事業 市町村

※　(2)の事業において、市町村負担が有る場合の補助残は、市町村が負担する。

※　本表の負担率は、震災復興特別交付税措置されている間に限る。

事業名 施行者 事業の内容
市町村
負　担

一般地域 中山間地域(五法指定）

適　　用補助率
※

内訳 補助率
※

内訳

２７．５％

③平成１６年度から平成１７年度までの採択地区

無

無

５０％ － － －

４０％

②平成１３年度から平成１５年度までの採択地区 無 １００％ ５０％

－

７０％ ３５％ ３５％ ７０％ ３８．５％ ３１．５％

７７．５％ ５０％ ２７．５％ ８２．５％

中心経営体への農用地の面的集積に向けた促進支援
有

２７．５％

７７．５％ ５０％

営農上支障となる湧水処理及び不陸均平、暗渠の維持管理、
その他の農用地の良好な生産環境の維持及び条件整備活動 ５０％ ５０％ - ５５％ ５５％ -

経費の限度額は、基盤整備事業の総事業費
の２％に相当する額とする。

８２．５％ ５５％

２７．５％ ８２．５％ ５５％ ２７．５％

７７．５％ ５０％ ２７．５％

①平成２２年度以前の採択地区

関係農家の意向調査活動、土地利用調整活動、関係機関との
調整等調査・調整活動

８０％ ５０％ ３０％ － － －

５５％

高度経営体への農用地の面的集積に向けた促進支援
有

２０％ ２０％ － －



別表２

受益面積区分 限度額

60ha未満 1,500千円

60ha以上200ha未満 2,000千円

200ha以上 4,000千円

別表３

ア 高度経営体集積促進事業（一般型）

高度経営体集積向上率 助成割合 高度経営体集積向上率 助成割合 高度経営体集積向上率 助成割合

－ － 50％ 以上　 　　  0.050 50％ 以上　　　　 0.050

－ － 45％ 以上 50％未満 0.045 45％ 以上 50％未満 0.045

－ － 40％ 以上 45％未満 0.040 40％ 以上 45％未満 0.040

－ － 35％ 以上 40％未満 0.035 35％ 以上 40％未満 0.035

－ － 30％ 以上 35％未満 0.030 30％ 以上 35％未満 0.030

25％ 以上　　　　 0.025 25％ 以上 30％未満 0.025 25％ 以上 30％未満 0.025

20％ 以上 25％未満 0.020 20％ 以上 25％未満 0.020 20％ 以上 25％未満 0.020

15％ 以上 20％未満 0.015 15％ 以上 20％未満 0.015 － －

10％ 以上 15％未満 0.010 10％ 以上 15％未満 0.010 － －

 5％ 以上 10％未満 0.005  5％ 以上 10％未満 0.005 － －

イ 特定高度経営体集積促進事業（一般型）

特定高度経営体集積向上率 助成割合

50％ 以上　　　　 0.025

40％ 以上 50％未満 0.020

30％ 以上 40％未満 0.015

20％ 以上 30％未満 0.010

ウ 高度経営体面的集積促進事業（面的集積型）

高度経営体面的集積向上率 助成割合

50％ 以上　　　　 0.075

45％ 以上 50％未満 0.070

40％ 以上 45％未満 0.060

35％ 以上 40％未満 0.050

27.5％ 以上 35％未満  0.040

  20％ 以上 27.5％未満 0.030

15％ 以上 20％未満 0.020

エ 中心経営体農地集積促進事業

　55％ 以上 65％未満 0.055 0.065

　65％ 以上 75％未満 0.065 0.085

　75％ 以上 85％未満 0.075 0.105

　85％ 以上 0.085 0.125

農業競争力強化農地整備事業、農村地域復興再生基盤総合整備事業の場合

オ 中心経営体農地集積促進事業

中心経営体集積率 助成割合

　35％ 以上 45％未満 0.035

　45％ 以上 55％未満 0.045

　55％ 以上 65％未満 0.055

　65％ 以上 75％未満 0.065

　75％ 以上 0.075

農山漁村地域整備交付金の場合

（農業競争力強化農地整備事業及び農山漁村地域整備交付金における農地整備事業、農地中間管理機構関連農地整備事
業の場合）

中心経営体集積率 助成割合
中心経営体への集積化率
が80％以上の場合の助成
割合

平成12年度以前採択 平成13・14年度採択 平成15年度以降採択

（注１） 本事業に係る担い手である高度経営体が、水田・畑作経営取得安定対策実施要領（Ｈ２０.２.２０付け１９経営第

６６３１号農林水産省経営局長通知）第３の１の（２）に示す集落営農組織である場合、高度経営体集積促進事業の

申請日に農業生産法人または特定農業団体であること。なお、困難な場合は人・農地プランの中心経営体であること。

ただし、申請日が農業生産法人化計画の作成日から起算して５年以内の日である場合はこの限りでない。



様式第１号

番 号

年 月 日

宮城県知事 殿

申請者住所

氏名又は名称及び代表者名

地区名（ 地区）

年度農業経営高度化支援事業補助金交付申請書

年度において下記のとおり事業を実施したいので、補助金等交付規則第３条の規定に

より、農業経営高度化支援事業補助金 円を交付されるよう関係書類を添えて

申請します。

添付書類

別紙のとおり



別紙

１ 事業の目的

２ 事業の内容及び計画

（１） 調査・調整事業 ---------------------------- 様式Ａ

（２） 農業経営高度化促進事業 ---------------------------- 様式Ｂ

（３） 耕地利用高度化推進事業 ---------------------------- 様式Ｃ

３ 収支予算書

（１） 調査・調整事業 ----------------------------- 様式Ｄ

（２） 農業経営高度化促進事業 ----------------------------- 様式Ｄ

（３） 耕地利用高度化推進事業 ----------------------------- 様式Ｄ

４ 農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）内訳

（１） 調査・調整事業 ----------------------------- 様式Ｅ



様式Ａ（調査・調整事業）

１ 事業の目的

２ 経費の配分及び事業計画

地区名 事業実施

主 体

調 整 活 動 推 進 活 動

意向調査

活 動

土地利用

調整活動

農地流動

化 活 動

農業機械

利用再編

営農推進

活 動

そ の 他

推進活動

延 日 延 日 延 日 延 日 延 日 延 日

補助事業に

要する経費

(A)+(B)+(C)+

(D)+(E)

負 担 区 分

事業費

限度額

差 額

備 考

国 庫

補 助 金

（A)

県 費

（B)

市町村費

（C)

土地改良

区 費

（D)

農業協同

組 合 費

（E)

円 円 円 円 円 円 円



様式Ｂ（農業経営高度化促進事業）

１ 事業の目的

２ 事業の内容

対 象

事業名

地区名 総 事 業 費

(農業生産基盤

整備事業費）

Ａ

促進費交付済

み対象事業費

Ｂ

促進費交付

対象事業費

Ｃ＝Ａ－Ｂ

助成割合

Ｄ

農業経営高度化

促進事業費

Ｅ

円 円 円 円

計 －

農業経営高度化

促 進 事 業 費

Ｅ＝ａ＋ｂ＋ｃ

国 費

ａ＝Ｃ×Ｄ×ｄ

県 費

ｂ＝Ｃ×Ｄ×ｅ

市町村費

ｃ＝Ｃ×Ｄ×ｆ

備 考

円 円 円 円 ｄ：国補助率

ｅ：県補助率

ｆ：市町村補助

率（国・県

補助残）

（注）１ 事業の目的は、農地整備事業（経営体育成型）に関する以下の内容とする。

①負担金の日本政策金融公庫への繰上げ償還

②負担金の負担軽減

③農地集積の促進に資する内容

（注）２ Ａ、Ｂの事業費は、農業生産基盤整備事業費とし、営農環境整備事業費は含まない。



様式Ｃ（耕地利用高度化推進事業）

１ 事業概要

地 区 名 施 行 者 受益面積 工 期 総事業費

A

限度額

B=A*2%

前年度まで

C

残 額

D=B-C着工 完了

２ 事業計画

工 種 数 量 金 額

（千 円）

対 象 作 物 備 考

作 物 名 面 積

計

※ 別添資料：積算基礎、図面、写真等事業計画を説明出来るもの。

※ 残調・予算要求時に別添資料により事前に承認を得ること。



様式Ｄ

収支予算書

（１）収入の部

区 分 本年度予算額 前年度予算額 差引増減額 備 考

国 庫 補 助 金

都 道 府 県 費

市 町 村 費

円 円 円

計

（２）支出の部

区 分 本年度予算額 前年度予算額 差引増減額 備 考

円 円 円

計

予算議決（予定） 年 月 日

（添付書類） 市町村交付決定通知書写し又は市町村交付申請書写し（市町村交付がある場合）



様式Ｅ

地区名 事業主体 費 目 区 分 金 額 使 途 内 容 備 考
円

給 料
職員手当等 職員給料

各種手当

賃 金

共 済 費
社会保険料

報 償 費
謝 金

旅 費

需 用 費
消 耗 品 費
燃 料 費
印刷製本費
食 糧 費

役 務 費
通信運搬費
手 数 料

委 託 料

使用料及び
賃 借 料

備品購入費
庁用器具費

計

農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）内訳



様式第２号

番 号

年 月 日

宮城県知事 殿

申請者住所

氏名又は名称及び代表者名

地区名（ 地区）

年度農業経営高度化支援事業計画変更承認及び変更交付申請書

年 月 日付け宮城県指令第 号で交付通知のありました農業経営高度化

支援事業について、事業の内容等を下記のとおり変更したいので、承認されるよう関係書類を添

えて申請します。

記

１ 変更の理由

２ 変更の内容（別紙のとおり）



様式第３号

年度農業経営高度化支援事業遂行状況報告書

番 号

年 月 日

宮城県知事 殿

申請者住所

氏名又は名称及び代表者名

地区名（ 地区）

年 月 日付け宮城県（ ）指令第 号で農業経営高度化支援事業交付金

の交付決定の通知のありました 年度農業経営高度化支援事業の 年 月

日現在の事業実施状況について、農業経営高度化支援事業補助金交付要綱第６の規定により下記

のとおり報告します。

記

１ 事業遂行状況

区 分

実施計画 出来高 進捗率

(B)／(A)

備 考事業費

(A)

交付金 事業費

(B)

交付金

合 計

２ 事業遂行状況 （別紙１のとおり）

３ 事 業 着 手 年 月 日

４ 事業の完了予定 年 月 日

（注）１ 申請者が市町村以外の場合にあっては、申請者の欄に所在地、団体名、代表者名を記

載すること。

２ 事業区分には、交付決定を受けているすべての対策事業名、事業種目名、事業内容等

を記載すること。



別紙１

事業等遂行状況

１ 収支の状況

（１）収入の部

区 分 予 算 額 収入済額 収入未済額 備 考

円 円 円

（２）支出の部

区 分 予 算 額 支出済額 支出未済額 備 考

円 円 円

(注) 「区分」欄については、収支予算書の区分に準じて記入すること。



様式第４号

番 号

年 月 日

宮城県知事 殿

申請者住所

氏名又は名称及び代表者名

地区名（ 地区）

年度農業経営高度化支援事業実積報告書

年 月 日付け宮城県指令第 号で交付決定通知のありました農業経営高

度化支援事業補助金について、下記のとおり実施しましたので、補助金等交付規則第１２条の規

定により関係書類を添えて報告します。

なお、併せて精算額 円の交付を請求します。

記

添付書類

別紙のとおり

振込先

１ 口 座：○○銀行○○支店 普通・当座 口座番号○○○○○○

２ 口座名義人：○○○○○○○○

（注） １ 申請者が市町村以外の場合にあっては、申請者の欄に所在地、団体名、代

表者名を記入する

２ 軽微な変更があった場合においては、容易に比較対照できるように、変更部分を

二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。

３ 補助金の交付請求金額は交付決定額とする。

４ 精算額は、別紙５により算出した差引交付額を記載すること。



別紙

１ 事業の目的

２ 事業の内容及び実績

（１） 調査・調整事業 ---------------------------- 様式Ａ

（２） 農業経営高度化促進事業 -------------------------- 様式Ｂ

（３） 耕地利用高度化推進事業 -------------------------- 様式Ｃ

３ 収支精算書

（１） 調査・調整事業 --------------------------- 様式Ｄ

（２） 農業経営高度化促進事業 --------------------------- 様式Ｄ

（３） 耕地利用高度化推進事業 ------------------------- 様式Ｄ

４ 農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）内訳

（１） 調査・調整事業 ------------------------- 様式Ｅ

５ 各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した資料、帳簿の写し又は様式Ｆのいずれ

か

６ 補助金交付申請書又は変更承認申請書に添付したものから変更があったものについては、必

要書類



様式Ａ（調査・調整事業）

１ 事業の目的

２ 経費の配分及び事業実績

地区名 事業実施

主 体

調 整 活 動 推 進 活 動

意向調査

活 動

土地利用

調整活動

農地流動

化 活 動

農業機械

利用再編

営農推進

活 動

そ の 他

推進活動

延 日 延 日 延 日 延 日 延 日 延 日

補助事業に

要する経費

(A)+(B)+(C)+

(D)+(E)

負 担 区 分

事業費

限度額

差 額

備 考

国 庫

補 助 金

（A)

県 費

（B)

市町村費

（C)

土地改良

区 費

（D)

農業協同

組 合 費

（E)

円 円 円 円 円 円 円



様式Ｂ（農業経営高度化促進事業）

１ 事業の目的

２ 事業の内容

対 象

事業名

地区名 総 事 業 費

(農業生産基盤

整備事業費）

Ａ

促進費交付済

み対象事業費

Ｂ

促進費交付

対象事業費

Ｃ＝Ａ－Ｂ

助成割合

Ｄ

農業経営高度化

促進事業費

Ｅ

円 円 円 円

計 －

農業経営高度化

促進事業費

Ｅ＝ａ＋ｂ＋ｃ

国 費

ａ＝Ｃ×Ｄ×ｄ

県 費

ｂ＝Ｃ×Ｄ×ｅ

市町村費

ｃ＝Ｃ×Ｄ×ｆ

備 考

円 円 円 円 ｄ：国補助率

ｅ：県補助率

ｆ：市町村補助

率（国・県

補助残）

（注）１ 事業の目的は、農地整備事業（経営体育成型）に関する以下の内容とする。

①負担金の日本政策金融公庫への繰上げ償還

②負担金の負担軽減

③農地集積の促進に資する内容

（注）２ Ａ、Ｂの事業費は、農業生産基盤整備事業費とし、営農環境整備事業費は含まない。



様式Ｃ（耕地利用高度化推進事業）

１ 事業概要

地 区 名 施 行 者 受益面積 工 期 総事業費

A

限度額

B=A*2%

前年度まで

C

残 額

D=B-C着工 完了

２ 事業実績

工 種 数 量 金 額

（千 円）

対 象 作 物 備 考

作 物 名 面 積

計

※ 別添資料：積算基礎、図面、写真等事業計画を説明出来るもの。

※ 残調・予算要求時に別添資料により事前に承認を得ること。



様式Ｄ

収支精算書

（１）収入の部

区 分 本年度精算額 本年度予算額 差引増減額 備 考

国 庫 補 助 金

都 道 府 県 費

市 町 村 費

円 円 円

計

（２）支出の部

区 分 本年度精算額 本年度予算額 差引増減額 備 考

円 円 円

計



様式Ｅ

地区名 事業主体 費 目 区 分 金 額 使 途 内 容 備 考
円

給 料
職員手当等 職員給料

各種手当

賃 金

共 済 費
社会保険料

報 償 費
謝 金

旅 費

需 用 費
消 耗 品 費
燃 料 費
印刷製本費
食 糧 費

役 務 費
通信運搬費
手 数 料

委 託 料

使用料及び
賃 借 料

備品購入費
庁用器具費

計

農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）内訳



様式Ｆ

年度

県
補助率

国庫
補助率

うち県
補 助

うち国
庫補助

うち県
補 助

うち国
庫補助

うち県
補 助

うち国
庫補助

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

○○事業

記載要領
1

2

3

4 「備考」欄には、参考となるべき事項を適宜記載すること。
5

「予算現額」欄には、歳入にあっては当初予算額、追加更正予算額等に区分してそれぞれの額を、歳出にあっては当初予算額、追加更正予算額、予備費支出額、流
用増減額等に区分してそれぞれの額を記載すること。

補助事業等に係る地方公共団体等の歳出予算額の繰越（歳出予算額の一部又は全部を執行せず、その執行しなかった部分の額に相当する金額を新たに翌年度予算に
計上する場合を含む。）が行われた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る補助金等についての調書の作成は、本表に準じて別に作成すること。この場
合には、歳入の「科目」欄に「前年度繰越金」の区分を設け、その「予算現額」及び「収入済額」の数字の下にそれぞれ国庫補助金額を内書（ ）すること。

○○費

その他

「補助事業名」欄には、補助事業等の名称のほか、当該補助事業等に要する経費の配分を記載すること。この場合において、経費の配分の記載は、補助条件等によ
りその変更を禁止され、又はその変更につき承認を要するものとされている経費の配分のみを特記し、その他の経費の配分は、「その他」として一括記載すること。
「科目」欄には、歳入にあっては、款、項、目及び節を、歳出にあっては、款、項、及び目をそれぞれ記載すること。ただし、「補助事業名」欄に特記した経費に

対応する地方公共団体等の歳出予算の経費が目の内訳の経費であるときは、歳出の「科目」欄には、その目の内訳までを記載すること。

支出
済額

翌年度
繰越額

○○費

予算
現額

収入
済額

科目
予算
現額

補 助 金 調 書

地方公共団体等名

備 考

歳 入 歳 出

補助事業名
交付決
定の額

補助率

科目



様式第５号

番 号

年 月 日

宮城県知事 殿

申請者住所

氏名又は名称及び代表者名

地区名（ 地区）

年度農業経営高度化支援事業補助金に係る消費税及び地方消費税

仕入控除税額報告書

年 月 日付け宮城県（ ）指令第 号で農業経営高度化支援事業補助金

交付決定の通知のありました 年度農業経営高度化支援事業について、農業経営高度化

支援事業補助金交付要綱第７第３項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 補助金の額の確定

（ 年 月 日付け 第 号による額の確定通知額）

金 円

２ 補助金の額の確定時に減額した消費税及び地方消費税仕入控除税額

金 円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税仕入控除税額

金 円

４ 補助金返還相当額（３－２） 金 円



様式第６号

番 号

年 月 日

宮城県知事 殿

申請者住所

氏名又は名称及び代表者名

地区名（ 地区）

年度農業経営高度化支援事業補助金概算払請求書

年 月 日付け宮城県指令第 号で交付決定通知のありました農業経営高

度化支援事業補助金について、補助金等交付規則第１５条に基づき金 円を概算

払として交付していただきたいので請求します。

記

区 分 事 業 費 補 助 金 既受領額 今回請求額 残 額 支払銀行口座

金 額 出来高 金 額 出来高

記

概算払請求理由：

（注）１ 申請者が市町村以外の場合に合っては、申請者の欄に所在地、団体名、代表者名を

記載すること。

２ 出来高パーセントは金額に対するものとして、予定出来高の月日は、請求年月日の

各第四半期の末日とする。



様式第７号

年度土地改良事業補助金交付決定前着手届

番 号

年 月 日

宮城県知事 殿

申請者住所

氏名又は名称及び代表者名

地区名（ 地区）

別紙事業について、下記条件を了承の上、補助金交付決定前着手したいので、農業経営高度

化支援事業補助金交付要綱第 10 の規定に基づき、届出書を提出する。

記

１ 補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失

を生じた場合、これらの損失は、事業主体が負担するものとする。

２ 補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合におい

ても、異議がないこと。

３ 当該事業については、着手から補助金交付決定を受けるまでの期間内においては、計画の

変更は行わないこと。

別紙

１ 事業の種類

２ 地区名

３ 事業主体

４ 関係市町村

５ 計画期間内の事業内容及び総事業費

６ 当該年度の事業内容、事業費及び国費

７ 着手予定年月日

８ 完了予定年月日

９ 交付決定前着手を必要とする理由


